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第 1 章 はじめに 
第 1 節 本研究の目的 









































する。第 5 節は、本研究の目的および意義をまとめる。 
続く第 2 章では、本章での考察を踏まえ、Indjejikian and Nanda (1999) で用いられ
たダイナミック･エイジェンシーモデルを拡張した 4 者 2 期間モデルに基づき議論を
展開していく。第 3 章は、結論と今後の課題について述べる。 
 































































































業を行うと考える。両者は、異なる利得(  ,   )が等しい確率(0.5)で、生じる事業に
携わるとする。  >  であり、簡単化のため、        円、    円であるとする。
経営者は収入として利得   (j∈{H,L})
8を得る。そして、管理者に報酬  を支払った残
余、      が経営者の取り分となる。経営者の効用関数を 
  ・ 、管理者の効用関数
を   ・ として、それぞれの効用を、負の指数関数9 
                              
                      (1.1) 
で表す。  は経営者の絶対的リスク回避係数
10、  は管理者の絶対的リスク回避係数
であり、  ＝      、  ＝      とする。その逆数がリスク許容度
11であるが、経営
者のリスク許容度を  、管理者リスク許容度を  とする。この値は、それぞれ
  ＝      、  ＝     となる。ここで、経営者にとって最適な報酬契約  は、次式に
よって求められる。 
      
                     
         (1.2) 
               






                                                   
7
 佐藤・齋藤(2006)pp.245-253 を参照されたい。 
8
 j∈{H,L}は、H および L が集合 j に含まれることを意味する。 
9





 絶対的リスク回避係数の逆数である。リスク中立であると、値は無限大になる。  
12
 管理者が他の雇用機会を求める時に得られると期待される効用水準を表す。  
12 
 
     円とすると、        である13。 
 
3.2 検証可能な利得情報を使用するとき 
(1.2)、(1.3)式の条件付最大化問題は、下のラグランジュ関数 L を最大にする、  を
求めることによって最適解が得られる。 
                    
               
          
         (1.4) 
λ は、ラグランジュ定数である。λ 以下の{  }内がゼロになるとき、λ＞0 が成立す
るという性質を持つ(これをスラックの相補性という)。(1.4)式を  で微分し、一階条
件を整理すると、 
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13
  
 θ＝－exp(－0.0002×2,000)＝－exp(－0.4)＝－0.670 (f.1) 
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イメントの金額と符号は、リスク許容度 c と、定数 λ によって決まることがわかる。
λcP / cA≧1 であれば、ln(λcP / cA)≧0 であるから、経営者から管理者への支払いであ
り15、λcP / cA＜1 であれば、ln(λcP / cA)＜0 であるので、管理者からの支払いとなる
16。  
設定した数値に基づいて、結果を確認しよう。固定給部分を K とおいて、K につ
いて解くと、K=723 となる17。 
成果配分の結果をまとめると、次のようになる。 
図表 1.1 検証可能な利得情報のもとでの成果配分 
               期待値 標準偏差 
   3,723 723 2,223 1,500 
      5,277 －723 2,277 3,000 
出所 佐藤・齋藤(2006), p.248 
 
上記の表からわかるように、経営者が管理者の 2 倍のリスクを負っている。また、  と
     の値から、両者の期待効用を導くと、EU
A＝－0.670、EUP＝－0.832 である。管
理者の期待効用は、留保効用と等しいことが確認されよう。また、管理者の確実性




であろうか。仮に、利得(  ,   )を、それぞれ業績情報(  ,   )に変換するシステムが
あったとする。今回のケースでは利得を最初に受け取るのは経営者であるから、経
営者が  の利得を得れば、管理者に  という業績情報を伝えなければならない。仮
に、このシステムがうまく機能していなければ、経営者が  の利得を得たにもかか




 エントリーフィーやロイヤリティに相当する。  
17
  
                
 
 
                     
 
 










図表 1.2 管理者が固定給を受け取る成果配分 
               期待値 標準偏差 
   2,000 2,000 2,000 0 
      7,000 －2,000 2,500 4,500 
出所 佐藤・齋藤(2006), p.251 
 
両者の期待効用は、EUA＝－0.670、EUP＝－0.859、確実性等価は、CEA＝2,000、CEP









 図表 1.3 経営者が固定ロイヤリティを受け取る成果配分  
               期待値 標準偏差 
   8,301 －699 3,801 4500 
      699 699 699 0 



































































































































第 5 節 小括 
 本章では、第 1 節で、本研究の目的を述べた。すなわち、公共部門特有の困難さ
からインセンティブ契約を締結する際に非効率性が生じうることを契約理論を用い
て検証する。しかし、一定の条件のもとでは、公共部門特有のガバナンス構造によ
























 第 3 節では、インセンティブ契約を締結する際に、検証可能な業績情報が必要で
あること、第 4 節では、公共部門特有の困難さが存在すること、そして公共部門で
具体的に考えられうる業績指標とその限界について言及した。 
 第 2 章では、特に本章第 4 節の指摘を踏まえ、モデルを用いて更なる検討を行う。 
20 
 
第 2 章 公務員のインセンティブ契約 
第 1 節 はじめに 
本章では、市民をプリンシパル、公務員をエイジェント、2 人の代議士を専門家と









































のモデルを考える。以上を、Indjejikian and Nanda (1999) で用いられたダイナミック･
エイジェンシーモデルに組み込み議論していく。 
 




おいてエイジェントは異なる 2 つの目標(i)を達成するための努力 eti, (i∈{1,2})を投
入する。このうち et1 は t 期に投入すると、t 期中にその成果が発現する努力である。




   ＝              (2.1) 
   ＝                     (2.2) 
ここで m11, m12, m21, m22 は、外生的に与えられる、プリンシパルの限界効用(m)で











 Sliwka(2002)を参考にしている。  
22 
 
ある33。次に 2 つの目標に関するエイジェントの努力のコストは、          

















                 －      (2.3) 
である。  は、エイジェントが要求する留保賃金である。これを最大にする行動、   
 が
最適になる。右肩の*は、ファーストベストであることを表す。V の eti について一階
条件を整理すると、   
          
              
          
     になる。これ
らを(2.3)式に代入すると、ファーストベスト解 V*は次式になる。 
   ＝      
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インセンティブ契約を締結する。t 期の努力は次式によって、業績尺度 ytg に変換さ
れると見なせる35。業績尺度 ytg は、(2.5)および(2.6)式のように 2 期間で異なる。 
                            (2.5) 
    ＝                         (2.6) 
上式からわかるように ytg は、プリンシパルが想定している便益関数 Xt に基づいて
いる。ここで、エイジェントの努力が業績尺度に及ぼす影響とプリンシパルの便益















立したノイズ   が含まれる。   は、平均をゼロ、分散   
 とする正規分布に従う確率
変数である。また、このノイズの大きさ(   
 )の逆数が、当該業績尺度の正確性の程
度を表していると解釈できるため、これを「業績尺度の精度」とする。 t 期の報酬
        も専門家によって提示されると考え、(2.7)式の線形関数と仮定する。 
                    (2.7) 
   と   は、それぞれ固定給部分とインセンティブ係数である。 
では、最適化問題を考えて行こう。ただし議論の簡便化のために、業績パラメー
タを m11= m21 = m1, m12 = m22 = m2 と各期間で等しいと仮定する。エイジェントの最
適化問題は(2.8)式で与えられる。CEA はエイジェントの確実性等価を表し、r は絶対
的リスク回避係数である。また、                       は、リスクプレミアムであ
る。 
    
               
                           －     －                        (2.8) 
                    ＝   
    
                     
    
  (2.9) 




       
  
        
 
  
      
  
    
  




    を得る。努力 e12 は 2 期間に渡って影響を及ぼすので、
このことを念頭において努力投入がなされていることがわかる。これらが努力の動
機づけ条件、ないし IC(誘因両立)条件となる。右肩の Cg は、コミットメントできる
時の目標整合的な業績尺度に基づいていることを表す。参加条件、ないし IR(個人合
理性)条件は CEA≧     であるが、これは等式で成立する。ゆえに、二期間の報酬
の期待値は、次式になる。 
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(2.11) 
  は   と   の相関係数である。  ≠0 であることは、二期間の業績に影響を与える、
何らかの共通要因が存在することを示す。(2.11)を   で微分し、一階条件を整理する
と、 
    ＝
  
    
                     
  
    
      
  (2.12) 
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  (2.13) 
           が含まれているので、これを解くと、   の明示解を得る。 
     
  
     
   
    
      
    
      
               
     
  
  
     
   
    
      
     
      
      
      
                  
    
  (2.14) 
これらを(2.11)に代入していくと、目標整合的な業績尺度を使用したときの期待利
得  を求めることができる。 
ここで、エイジェントがリスク中立(r=0)であるか、     (精度が∞)であるとする
と、     ,                     ＝ であるため、d=0, m11= m21 = m1, m12 = m22 = m2
であるときに、     が成り立つ36。したがって、専門家の報酬を無視すれば、フ







                                                   
36         
       
 となる。 










は業績尺度には含まれない。yth は(2.15)、(2.16)式のように 2 期間で異なる。 
                            (2.15) 
  
  
＝                         (2.16) 
   と   は努力一単位あたりの業績パラメータであり、   は、平均をゼロ、分散   
 
とする正規分布に従う確率変数である。t 期の報酬        は                  とす
る。ただし 2.2.1 と同様に、業績パラメータを          ,            と各期
間で等しいと仮定する。エイジェントの最適化問題は (2.17)式で与えられる。
                       は、リスクプレミアムである。 
    
               
                           －     －                        (2.17) 
                    ＝   
    
                     
    
  (2.18) 
 (2.17)式を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、   
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(2.20) 
  は   と   の相関係数である。(2.20)を   で微分し、一階条件を整理すると、 
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  (2.21) 
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  (2.22) 
           が含まれているので、これを解くと、   の明示解を得る
38。 
    
                    
                     
  
 (2.23) 
    
    
           
    
                   




ときの期待利得  を求めることができる。この期待利得を  と比較してみよう。 
ここで、         (精度が∞)であると仮定すると
39、 
       
        




     
  
 





ベストと等しくなったが、ここでは       である。したがって、この差額が、
精度が∞である時に目標整合的な業績尺度を用いることの価値であると解釈できる。
    となるように業績パラメータを調整すれば、両者の期待利得は等しくなる
40。 
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39               
 とする。 























                            (2.26) 
   と   は努力一単位あたりの業績パラメータであり、   は、平均をゼロ、分散   
 
とする正規分布に従う確率変数であり、努力から独立している。t 期の報酬        は
                  とする。エイジェントの最適化問題は(2.27)式で与えられる。
                       は、リスクプレミアムである。 
    
               
                           －     －                        (2.27) 
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  (2.28) 
 (2.27)式を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、   
               
    







                       
       
       
           
       
    
                   
       
       
       
                
       
       
       
     
       
(2.29) 
さらに、プリンシパルの二期間の期待利得   を最大化する問題は(2.30)式になる。 
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(2.30) 
  は   と   の相関係数である。  ≠0 であることは、二期間の業績に影響を与える、
何らかの共通要因が存在することを示す。(2.30)を   で微分し、一階条件を整理する
と、 
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 (2.31) 
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 (2.32) 
           が含まれているので、これを解くと、   の明示解を得る。 
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  (2.33) 
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 (2.34) 
全てのパラメータが正の実数値であるとすると、   と   
   は、    で  の減尐関数
になる41。以上から、本研究におけるセカンドベストの期待利得   を導くことがで
きる。 
 ここで、先の 2 つのケースと同様に、各期間の業績パラメータが等しく
(                      )、     であると仮定すると
42、 




と   
   を 
 
で微分し、符号を調べればよい。 
42                
 
   とする。また、 
 との差異は次のようになる 
 
       
                    
  
    
  
        
    
  
  
     
   





        
                    
  
    
 
 (2.35) 
となる。    であるような業績尺度を設定することが 
     の最小化条件である







 各期間の専門家への報酬を無視でき (d=0)、業績パラメータが等しく(        
                                      )、かつ精度が∞でないとすれ
ば、  と   の差異の原因は 












第 3 節 偏った業績評価システム 
前章で指摘したように、プリンシパルの目標は複数存在し、それらのうちのどれ
を重視するかは、専門家の信念や価値観に委ねられる。そこで、専門家が特定の目












プットされる業績尺度を   とする。ここでは、特定の業績パラメータ          をゼ
ロとすることで、偏った業績評価を表現する45。これは、 
   のとき                               (2.36) 
 
  のとき                                (2.37) 
   のとき                        (2.38) 
と設定されるとする。   は、平均をゼロ、分散   
 とする正規分布に従う確率変数で
ある。また、   は撹乱項であり、努力から独立している。便益関数は検証可能では
ないので、   に含まれない。 























 本節は Indjejikian and Nanda(1999)、佐藤(2009)に依拠している。 
32 
 
3.2. 偏った業績評価システムが採用されるケース  
考え方はセカンドベスト解を求めた時と同様である。エイジェントの最適化問題 
    
               
                           －     －                        (2.39) 
を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、IC 条件である、   
              
   
      
              
    を得る。右肩の C1 は、  におけるコミットメント契約であ
ることを表す。et2 に関する業績パラメータが 0 であるので、et2>0 の努力を引き出す
ことはできない。IR 条件は CEA≧     であるので、エイジェントの報酬の期待値
は、次式である。 
                       
       
      
          
      
   
                   
      
      
      
               
      
      
      
           
(2.40) 
したがって、プリンシパルの二期間の期待価値    を最大化する式、 
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(2.41) 
を   で微分して、一階条件を整理する。これを解くと、   




           
       
                     
    
      
       
       
      
 
        
         (2.42) 
を得る。  は   と   の相関係数である。  ≠0 であることは、二期間の業績に影響
を与える、何らかの共通要因が存在することを示す。 
各期のパラメータを同一(                 、      、      )とすると、
   






                                                   
47
 本節のここまで議論は、佐藤(2009)と同一である。佐藤(2009),p.95 を参照されたい。 





(1)p=1 である場合の各期のパラメータを同一(                               
  )とすると、 
      になる条件は、 
 
 
    
     
  
   
 
   
    
 
である。ただし、       である。 
(2) 上記の仮定のもとで、      であれば、必ず、        が成り立つ。 
(3) 2.2 節 に お け る 各 期 の パ ラ メ ー タ を                               
          と設定したとき、  
     が成り立つ条件は、 
               
 であるとき、         
            
 であるとき、     
 
 
   
   
     
     
   
 または
   
   
    
     
   















                                                   
49
   を十分大きくすればよい。  
50




第 4 節 目標の時点間の不均一性 
本節では、目標の時点間の不均一性の特徴を導入しよう。前節までは専門家が一
人であるケースを考えてきた。この節では、二人の専門家のモデルを考える。両者
をそれぞれ、専門家 A、専門家 B とする。専門家 A は η1 を策定しようとし、専門家




本研究では、第 1 期目には専門家 A が選出されていると考える。専門家 A が再度
選出される状態を s= 1 とし、プリンシパルが心変わりすることによって専門家 B が
選出される状態51を s= 0 とする。確率 p(ただし p∈{0,0<p<1,1})で s=1 となり、1－p
で s=0 になると考える。この p は契約締結と同時に外生的に与えられ52、第二期末の
業績評価には、業績評価システムがスイッチしたか否かの結果が反映されることに
なる。したがって、第一期の業績尺度が y11 であるとすると、第二期に支払われるエ
イジェントの報酬は、                            で表現される。 
また、状態の不確実性を表す s と業績尺度の不確実性を表す    は独立である。τ
は p の大きさに影響を与えない。以上のように、専門家の交代によって、重視する
目標が潜在的に不安定な状況を表現する。さらに、このスイッチングにはコスト53が
発生すると考え、このコストを とおく。図 2.2 は二期間の流れを示している。 
 
図 2.2 コミットメント二期間契約のタイムライン 
t=1 t=2 




























4.1. p=0 となるケース 
p=0 であれば、第二期に η1 から η2 へ必ずスイッチする。考え方は p=1 のとき、す
なわち、前節の専門家が一人である場合と同様である。このときには、常に s = 0 を
とる。エイジェントの最適化問題は、 
    
               
                          －     －                        (2.43) 
である。(2.43)を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整理すると、IC 条件である、
   
              
         
         
         を得る。このときは e22>0 の努力を引き
出すことができなくなる。右肩の C0 は p＝0 のケースであることを示す。また、IR
条件は CEA≧     であるので、エイジェントの期待報酬は、p=1 のケースと同様
に、等号成立時に求められる。二期間の期待価値    を最大化する式 
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これを解くと、   
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  (2.46) 
を得る。  は   と   の相関係数である。  ≠0 であることは、  とは異なる意味の、
何らかの共通要因が存在することを示す。  の符号に影響を受けることは、スイッ
チ前の業績尺度とスイッチ後の業績尺度の関係性の影響を受けていることを意味す
る。p=1 のケースと同様に、各期のパラメータが同一とすると、   
  、   




ここまでから、次の 2 つの命題が導かれる54。 
 
命題 2 
各期の業績尺度を同一                                           とする
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た、       である。このとき、 
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であれば、 ＝ で必ず、       になる。 
 
命題 2 は、p=0 であるときに、サードベストに均衡する条件を示している。専門
家の交代が起きたとしても、その交代が予め決定されている状況では、プリンシパ
ルの期待利得が常にセカンドベストより低い解に均衡することがある。 
        
    
    
  であるので、専門家は  と   を引き上げることで(B)の条件を
回避しようとするかも知れない。しかし、      に近づけば、この条件は 
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p=0 及び 1 のケースで、限界生産性、   の分散、各期間の業績パラメータが同一であるとす





 かつ、(2)          となるときに限られる。 
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(2.47) 
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                       であるとき、(2.47)を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を
整理すると、 
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というように、最適な努力である   
  を得る。 
                    ＝  であるとき、(2.47)を eti (t,i=1,2)で微分して、一階条件を整
理すると、 




        
  
       
  
   
  
        
  









果的に)無償で奉仕することもあり得る。p=0 もしくは 1 のときには、いずれかの努
力しか投入されない。 






そこで、(2.50)式を IC 条件とし、二期間の期待報酬の合計が   と等しくなるとき
を IR 条件とする。二期間の期待価値   を最大化するプリンシパルの問題は、次式
である。 
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 (2.55) 
最適なインセンティブ係数であるときには、分母はすべて同じで、かつ   








                ＝ を保証し、プリンシパルの期待利得を最大化するための業績パラメー
タの十分条件は、 
        
   
 
      
  
     
 
   





最後に、命題 3 の「名ばかり」の交代のケースに基づき、p＝0,1 の状況と、0<p<1
の状況の違いが、プリンシパルの期待利得に与える影響を検討しよう。 
補題 2 より、0<p<1 の状況で「名ばかり」の交代が起こりうるのは、p=0.5 であると
                                                   
57
 証明は Appendix 参照。 
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                ＝ を 保 証 し 、 命 題 3 の 条 件                         
                       ＝   が成り立つ時、      の範囲で、 
  ＝        が
成り立つ。 
命題 4 は、専門家の「名ばかり」の交代が起こるとしても、その交代が不確実で















 数値例                   2,      ＝    =1,      ＝    ＝ 1,  r＝ 0.01, 
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〈最善解〉 
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〈0<p<1 のとき(ただし、このとき p=0.5 である。)〉 
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命題 1 の証明 
                                  とおいて、 
        となる条件を
導く。 
     の時、 
        を求めるには(A.1)を、  について解けばよい。 
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すると、(A.2)が得られる。 
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(A.2) 
しかし、     より、(A.2)式の(2)は解ではない(命題 1(1))。 
   は、  の減尐関数であるため、     のとき、 
  ＝  が最大値である。そこで、
      であれば、       である(命題 1(2))。 
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命題 2 の証明 
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ただし、(A.6)が実数解を持つには、    でなければならない。そこで、  を 
  の関数
と考え、   で微分する。そして、一階条件を整理すると、 
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  (A.8) 
を得られる。これは、正であるので、  ( 
   ＝ は解を持たない必要がある。そこで、
二次関数の判別式 D にあてはめ、D<0 となる r の範囲を求める。r>0 であるとすると、 
 
(1)r1>0 かつ r2>0 のとき、                        
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命題 3 の証明 
                                         とおいて、   
      
   
     
      
    の連立方程式を  (>0)について解くと、 
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  (A.10) 
の解が得られる。期待利得が等しいのは、  ＝  の時である。 
(証明了) 
 
補題 2 の証明 
    
  
   
  
        
  






  ＝ 
  




                ＝  (A.12) 
となる   を求める。(A.12)式に、(A.11)式を代入すると、 
           
                
 ＝  (A.13) 
であるので、これを解くと、 
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     であるため、補題 2 が成り立つ。 
(証明了) 
 
命題 4 の証明 
                                                
  ＝    
           とおいて、       のもとで        となる条件を求める。このとき、 
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 (A.15) 
であるので、     とおき、 
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となる条件を求める。   、   と仮定して、これを について解くと、 
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ただし、     
 
 
     
            
 
    





次に、(A.17)式が、      のもとで成り立つ R(＞0)を求める。(A.19)式を R について
解けばよい。 
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これを解くと、 
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第 2 節 今後の課題 
本研究には、いくつかの課題が残されている。最後に、重要と思われるそのうち
の 4 つを述べる。 
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